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新 た な 結 核 対 策
―2003年 ―

平成15年1月

日本結核病学会予防委員会

日本結核病学会予防委員会は,「21世 紀の結核対策」(平成13年11月)な どによって今後の結核対

策のあり方について見解を発表 してきた。現在検討が行われている結核対策の改訂に関して,主 とし

て予防の分野にわたって以下のように考える。これらの大半が従来の見解の確認であるが,一 部新た

な状況の展開に対応 して拡充や補強を行った。

1.BCG接 種 と ッベ ル ク リ ン反応 検 査

先般厚生労働省から発表されたBCG再 接種の廃止は,

それによる利益と負担の両面に照らして適切な決定 と考

える。ただしこれによって起 こる不利益を最小限にする

ために,乳 幼児期の接種の質的･量 的確保ならびに接触

者健診の拡充などの補完策が十分にとられる必要があ

る。

乳幼児期の接種については,① 早期の接種の奨励,②

高い接種率の維持,さ らに,③ 接種技術の向上が望まれ

る。①のためには接種対象時期を原則 として生後12カ

月未満 とし,こ れに漏れた者については 「4歳に達する

まで」に接種の機会を与えることとする。そのため先に

厚生科学審議会感染症分科会 と同分科会結核部会の合同

委員会が発表した乳児期ッベルクリン反応検査の省略に

よる接種手続 きの簡便化は意義あるもの として支持す

る。ただし,既 感染者への接種などから考えられる弊害

をできるだけ小さくするため,接 種に先立つ予診(結 核

感染源との接触状況の問診)を 十分行 うこと,接 種後の

局所変化の異常(コ ッホ現象による早期の反応や強い反

応)へ の適切な対応について,十 分に配慮がなされなけ

ればならない。同時に乳幼児期の結核患者発生について,

従来の発生動向調査よりも詳細な観察を全国規模で継続

的に行うことが必要である。

② についてはこれも上記合同委員会報告で提言されて

いるところであるが,市 町村における1歳 半健診，3歳

児健診の機会に接種歴を点検 し,未 接種者に対 しては早

期の接種を勧奨する。このとき同時に既接種者集団につ

いては接種局所を観察 し,針 痕個数を数えその平均値な

どを検討することによって地域の接種技術の評価を行

う。この評価の結果は必ず接種者側に還元されなければ

ならない。またこの成績を地域保健事業報告に収載する

などして,全 国的な状況を明らかにすることも重要であ

る。

乳児期の接種に際 して患者接触歴がある者,1歳 を過

ぎて接種 される者については接種に先立ちツベルクリン

反応検査を行い,未 感染であると判定された者に接種を

行 う。その技術や判定方法については本学会の作成する

手引き等を参考にする。

2.化 学 予 防

これまでの化学予防は日本では主として最近結核感染

を受けた若年者を対象として行ってきた。そのため対象

年齢 も現在は29歳 以下に制限されている。ただしBCG

接種の影響による適応決定の精度や接触者検診の実施の

過不足 を考慮すると,現 状の化学予防は効果や効率の面

で問題がある。 さらに現今 日本の推定結核既感染者の

98%が30歳 以上,ま た結核発病者の約90%が やは り30

歳以上であることを考えれば,発 病予防の主要な標的は

これら中高年齢にこそあるべ きである。とくに既感染で

あることに加えて何 らかの結核発病リスク要因をもって

いる者を規定で きれば,そ うした人々に化学予防を行う

ことは罹患率抑制のうえでも,さ らに次世代への感染伝

播の予防の上でも効果的であろう。これに鑑み,化 学予

防適応の年齢制限は廃止すべ きである。

厚生労働省はすでに課長通知 「高齢者等に対する結核

予防総合事業」(平 成12年10月11日 健医感発89号)に

よって高齢者の化学予防の実施を特別促進事業で行うこ

とを奨励 してきたが,あ たらしい制度下では,結 核医療

(適正医療)と して個別にこれが行われるようにすべき

である。
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この際,適 応決定をツベルクリン反応検査のみに依存

してBCG既 接種者の強い反応を 「感染」とすれば,本 来

不必要な人にみだ りに化学予防が行われるようなことが

起こりかねない。このようなことのないように注意すべ

きである。

3.健 康 診 断

定期健康診断の低効率化が問題になっているが,こ れ

の原因はその健診の対象集団の多 くを占める学生,勤 労

者の集団の結核罹患率が低 くなったこと,同 時に健診を

定期的に受けるのは一般的な健康管理の機会により恵ま

れていて,と りわけ罹患率が低い人々に偏っているから

であると考えられる。この矛盾 を解決するため,積 極的

な患者発見の努力は,よ り選択的な健診,つ まり結核罹

患率が高い,感 染の機会が多い,あ るいは健康管理の機

会に恵まれない人々(以 上,ハ イリスクグループ),も

しくはひとたび発病すると周囲の人々への感染の危険性

が大きい職業の人々(デ インジャーグループ)の いずれ

かに向けるべ きである。ハイリスクグループとしては,

患者接触者,中 高齢者(た とえば年齢50歳 以上の者),

ホームレス,日 雇い労働者,零 細企業従業員,医 療関係

者,高 齢者社会福祉施設入居･通 所者,精 神病院入院患

者,矯 正施設入所者などがある。デインジャーグループ

としては医療関係者,教職員,接 客業従業者などがある。

これ らに該当する者のうち発生動向調査の一部として対

応がなされる患者接触者を除いては,年 齢にかかわらず

年1度 の胸部X線 撮影 による健診が行われるよう,体

制を整備することが必要である。ハイリスクグループに

属する多 くの者の場合には一律的な法制度の網にかか り

にくいことが多いので,国 や都道府県･政 令市,保 健所

や市町村,施 設等関連の機関が相補ってこれらにできる

だけもれな く対応できるような工夫をすべ きである。た

とえば現行の結核対策特別促進事業に準 じた方策なども

一つの選択肢であろう。

なお,高 校や大学の入学時,就 職時等の 「節 目」時に

はデインジャーグループに準 じて胸部X線 健診を行 う

ことが望まれる。

また,今 回小学校･中 学校の学校健診が廃止される

が,一 律的な定期健診か らハイリスク･デ インジャー層

を重視 した効率的な健診に転換するために,学 校健診の

廃止と引き換えに,有 症状受診の呼びかけ,医 療機関で

の結核の診断を始めとした医療の質の向上,積 極的疫学

調査(接 触者健診)の 充実,強化が実現されねばならない。

4.発 生動向調査

結核問題の多様化および対策やそのための資源の地域

格差が進んでいる現在,結 核問題と対策の評価のための

発生動向調査はますます重要になっている。このための

現行の電算化発生動向調査事業の精度の向上 と効果的な

活用は重要な課題である。

まず発生動向調査の基礎である患者発生の迅速で漏れ

ない把握が望まれる。そのための情報源 として従来は「結

核患者を診断した医師」に限定して きたが,今 後は欧米

の多 くの国々にならって結核菌検査を行う施設(検査所)

にもその情報提供(届 け出)を 義務づけることを検討す

べ きである。またその届け出の精度を確認するために,

定期的に健康保険の医療費支払明細請求書 と登録の照合

を何 らかの方法で行 う調査を公的に実施することも検討

すべきである。また死亡後の登録(死 亡直前の診断,死

体検案や剖検による死因の診断などのケース)も 必要に

応 じてきちんと行われるように制度を整備する必要があ

る｡こ れらは単に統計の目的のみでなく,患 者の生前の

接触者に対する対応の上でも重大な意味がある。また届

け出を促進するために医師などからの届け出方法の簡素

化なども検討する必要があろう。

次に登録 された患者が,そ の後活動性結核患者でない

ことが判明した場合には,登 録時点に遡って登録から抹

消されるように,情 報扱いの方式をあらため,登 録精度

を高める。現行の年報報告にはかなりの者が過剰に新登

録患者に含まれていることが先の実態調査で知られてい

る。

患者情報の中では今後は患者コホー ト情報として受療

状況および菌所見の経過の情報の管理が重要になる。こ

れの確実な入手 と入力,そ して必要に応 じた出力がきち

んと行われ,そ の結果が効果的に医療機関や患者に還元

されるように,シ ステム側の改善 と保健所の関係者の運

の努力がますます必要である。

この制度の効果的な活用の一部 として,都 道府県･政

令市の段階で年に2～4回 程度県･市 の発生動向調査委

員会を開催 し,出 力情報にもとついた結核患者発生およ

び対策の検討を行うべきである。その結果は県･市 内の

医療機関等関係方面に還元する。

また国では年1回 発生動向調査委員会を開催し,や は

り出力情報にもとついた結核患者発生および対策の検討

を行 うほか,発 生動向調査情報の精度やシステムの妥当

性についても検討 し,常 時その改善を図るべ きである。

結核患者の接触者に対する措置つまり従来の接触者健

診は,あ らたに積極的疫学調査 として位置づけられる。

これは従来 「定期外健診」として取 り組まれてきたもの

であるが,見 方によっては選択的患者発見として今後重

点的に取 り組まれるべき事業である。すでに厚生科学研

究費研究班か らこのような位置づけでの調査の方法が公

表されている。従来 と比 して今後強化されるべき点は,

初発患者の社会的活動の中での対人接触,つ まり家族以
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外の勤務先などでの対人接触関係への注 目である。多 く

の場合患者の居住地と勤務先の所轄保健所は一致 しない

ので,2カ 所 以上の保健所が協議 して同一初発患者に

かかわる接触者健診を行 う必要が出てくる。こうした場

合,管 内に事業所を多 くもつ都市の保健所に過重の負担

がかかる事態が予想されるが,居 住地保健所が事務･経

費の点でも最大限の負担をするように現行制度を見直す

必要がある。また対象となる事業所については,そ の長

が健診に協力する(職 員等に健診を受けさせる)義 務を

負うものであることを法的に明らかにすることも必要で

ある。

最後に病原体発生動向調査の拡充 も今後の重要な課題

である。すべての菌陽性患者の結核菌について,そ の薬

剤感受性,さ らにはDNAのRFLP分 析結果を収集 し蓄

積 してい くことは,今 後は流行監視の上でも,ま た初発

患者および続発患者に対する対応の上でも重要である。

この見地にたって,今 後は結核研究所やいくつかの地方

衛生研究所などにすべての患者の菌株を集約 し,こ のよ

うな分析を行 うことが有効であろう。

なお,今 回BCG再 接種や学校健診が廃止 され対策が

大幅に改定される小児期の結核対策について,今 後小児

結核の発生が増加 しないか,そ の影響をみるために小児

期の結核の発生動向を綿密に継続観察する必要がある。

結核医療に関しては適正な治療(と くに薬剤組み合わ

せ方式と治療期間)が 患者に提供 されることが基本であ

るが,そ れと同時にその治療が患者に確実に受け入れら

れるように患者を支援することが重要である。患者支援

には主 として保健所保健師があたるが,こ れを介して患

者は福祉機関やその他の関連機関のサービスが受けられ

るようになる。

結核治療のための患者支援で重要なことは,直 接服薬

確認あるいはそれに代わるなんらかの規則的な受療の確

認を行 うことであり,ま たそれに向けた患者の条件改善

の支援である。これについては厚生労働省か ら課長通知

(上記,平 成12年10月11日 健医感発89号)が21世 紀型

日本版DOTS戦 略として都道府県政令市に実施を奨励 し

ているが,今 後はすべての保健所でこれが日常的に実施

されることが望まれる。最低限度必要なこととして,保

健所 は当該患者に関して,患 者の受診状況 と菌検査成績

を定期的に入手するよう努めるべ きである。このような

ことが保健所･医 療機関･患 者の協力関係の中で実施可

能になるように,国や県市は主治医に対 して何 らかの(経

済的)イ ンセンティブを供与すべ きであろう。

最後に日本結核病学会は今後の日本の結核対策が常に

最新の科学的根拠 に基づ き効果的に実施されるように,

従来にも増 して標準的な基準や方法,考 え方を示 し,対

策を技術的に支援 しなければならない。5.患 者 支 援

日本結核病学会予防委員会

委 員 長 山岸 文雄

副委員長 高松 勇

委 員 五十里 明 沖本 二郎 片岡 賢治

塩谷 隆信 鈴木 公典 二宮 清

森 亨 山之内菊香
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